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用     語     の     説     明 

 

この計画において使用する用語の意義は、次のとおりである。 

１  危 険 物 ： 消防法別表の品名欄に掲げる物品で、同表に定める区分に応じ、同表の性

質欄に掲げる性状を有するものをいう。 

２  石 油 ： 消防法別表に掲げる第一石油類、第二石油類、第三石油類及び第四石油類

をいう。 

３  高 圧 ガ ス ： 「高圧ガス保安法第２条に規定する高圧ガス」から「同法第 3 条第 1項各

号に掲げる高圧ガス」、「ガス事業法第2条第10項に規定するガス事業及び

同条第 13 項に規定するガス工作物に係る高圧ガス」並びに「石油コンビナ

ート等災害防止法施行令第１条で定める不活性ガス」を除いたものをいう。 

４  石 油 等 ： 石油及び高圧ガスをいう。 

５  石油コンビナート等特別防災区域 ： 
 
            各事業所の石油の貯蔵・取扱量の合計 (kl) 
                                                     ＝ Ａ         Ａ  ＋  Ｂ ≧ １ 
                          10 万 kl 
 
            各事業所の高圧ガス処理量の合計 (Nm3／D) 
                                                     ＝ Ｂ         Ａ ｏｒ Ｂ ≧ １ 
                       2,000 万Ｎｍ3／Ｄ 
 
         となる区域で指定するものをいう。 
 
６  災 害 ： 火事、爆発、石油等の漏洩若しくは流出その他の事故又は地震、津波その

他の異常な自然現象により生ずる被害をいう。 

７  異 常 現 象 ： 通常の操作では制御不能の状態となった場合をいう。例えば、出火、石油

等の漏洩、爆発、装置の破損、暴走反応等である。 

８  第一種事業所 ： 石油コンビナート等特別防災区域に所在する事業所であって 
 
            当該事業所の石油の貯蔵・取扱量 (kl)   
                                                     ＝ Ｘ         Ｘ  ＋  Ｙ ≧ １ 
                          １万 kl 
 
            当該事業所の高圧ガス処理量 (Nm3／D) 
                                                     ＝ Ｙ         Ｘ ｏｒ Ｙ ≧ １ 
                       200 万Ｎｍ3／Ｄ 
 
          となるものをいう。 
 

９  第二種事業所 ： 特別防災区域内の第一種事業所以外の事業所であって、政令で定める基準

に従い、相当量の石油等その他政令で定める物質を扱うことにより当該事

業所における災害及び第一種事業所における災害が相互に重要な影響を及

ぼすと認められるものとして知事が指定するものをいう。 

10  特 定 事 業 所 ： 第一種事業所及び第二種事業所をいう。 

11  第一種事業者 ： 第一種事業所を設置している者をいう。 

12  第二種事業者 ： 第二種事業所を設置している者をいう。 

13  特 定 事 業 者 ： 第一種事業者及び第二種事業者をいう。 

14  大容量泡放射システム ：  

石油コンビナート等災害防止法施行令第 13 条に定められている大容量泡放水砲等、

同法第 14 条に定められている泡消火薬剤及び、その他大容量泡放水砲用資機材等を

総称していう。 
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